
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実質増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

 (A) 政策コスト
 【再掲】

前提金利＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

 (A) 政策コスト
 【再掲】

貸倒償却額＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

1,515                   1,518                   +3                       +2                         +1                       -                         

剰余金等の機会費用分 11         19         +8         　　② 貸倒 △61

　　① 繰上償還 △118

出資金等の機会費用分 0          21         +21       　　③ その他（利ざや等） 1,695

国の収入
（国庫納付等）　※

△1,485 △2,091 △607    

-          

630                     

 (A) 政策コスト 【再掲】 803       1,515    +712     

国の支出（補助金等） 513       532       +19       

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

△961    △1,520 △559    

+19       

 (A)5年度政策コスト 【再掲】 1,515

【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・3年度実績確定及び4年度見込改定によるコスト増　（+32億円）
　　・その他（新規融資による事務費の増等）　（+336億円）

　○ 政策コストの減少要因
　　・5年度新規融資分の利差によるコスト減　（△55億円）
　　・貸倒の減によるコスト減　（△32億円）
　　・繰上償還の減によるコスト減　（△１億円）

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

1,764    3,035    +1,271  

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 803      1,515   +712    

区　　　分 4年度 5年度 増　減

分析期間（年） 60年      60年      

区　　　分

2.国の収入（国庫納付等）　※ △1,485 △2,091 

910                     

803                     1,515                   

実質増減
（②-①）

+280     

3.出資金等の機会費用分 1,775    3,075    +1,300  
経年比較
（調整後）

政
策
コ
ス
ト

1.国の支出（補助金等） 513       532       +712     

①分析始期の調整
（分析始期を5年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（4年度の前提金利で

再試算した結果）

△607    

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

1,515                   1,961                   +445                    △48                     △68                    +561                    

4年度 5年度

単純比較
（調整前）

(株)日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）
https://www.jfc.go.jp/

5年度財政投融資計画額 4年度末財政投融資残高見込み

7,660

単純増減

31,461

4年度 5年度

農林漁業者や食品の製造等の事業を営む者に対し、農林漁業の持続的かつ健全な発展又は食料の安定供給の確保に資する事業につい
て、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、長期かつ低利の資金を供給している。
　（参考）財投対象外の事業としては、森林整備活性化資金の融通等がある。

増　減



４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

①

②

　　

③

④

⑤

　　

⑥

　　

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

【根拠法令等】

・補給金については、根拠法令はない（予算措置）。

・出資金及び国庫納付については、株式会社日本政策金融公庫法において定められている。

（株式会社日本政策金融公庫法）

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

（１） ・昭和28年度～令和3年度貸付実績（累計）      396万件、 23兆4,894億円

　　　・令和3年度貸付実績                              　 1万6千件、   5,007億円

　　　・令和3年度末貸付残高                              16万件、  3兆5,517億円

　　　・令和5年度貸付計画額　　　　                       　                   8,190億円

（２）  農業分野への支援

①

②

③

④

（３）  林業分野への支援

①

②

（４）  漁業分野への支援

①

②

（５）  食品産業等分野への支援

①

②

事務費は6年度以降、貸出金の管理・回収に要する経費（48％、4年8月現在の人員比率で算出）のみを計上し、貸出金残高に応じて逓
減する方式で算出している。

第4条

第47条

政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、公庫に出資することができる。

公庫は、第41条各号に掲げる業務に係るそれぞれの勘定において、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を上回る
ときは、当該剰余金のうち政令で定める基準により計算した額を準備金として政令で定める額となるまで積み立て、なお残余があると
きは、その残余の額を当該事業年度終了後三月以内に国庫に納付しなければならない。

農林漁業は、自然条件の制約を受けること、零細経営が多いこと等から、経営が不安定であり、収益性が低い上に投下資本の回収に長期間
を要するという特徴を有している。

株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）は、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、農林水産業者の資金
調達を支援するため、長期かつ低利の資金を融通する業務を行うことを目的としており、これにより生ずる調達金利と貸付金利との金利差により
賄えていない経費（政策コスト）を補てんするため、一般会計から所要の補給金を受けている。

繰上償還率 2.05% 1.84% 1.85% 1.79% 1.57%

財政融資資金を財源とするすべての融資事業を試算の対象としている。

既往の貸付金残高見込み3兆7,255億円（4年度末予定額）に加え、5年度の事業計画8,184億円に基づき貸付を実行した場合について
試算している。

分析期間は既往の貸付金に加え5年度の事業計画に基づく貸付金が全て回収されるまでの60年間。

繰上償還率は過去5か年の平均値（1.96％）を見込んでいる。

貸倒引当金繰入額は、貸出金償却（貸出金償却率0.10％：過去5か年の平均値）を実施したうえで、資産査定をベースとした貸倒引当金
の引当率（0.98％：5年度決定）により毎期貸倒引当金を計上するものとして計算している。

これら融資先の国産農林水産物の取扱量は3～5 年後までに約11.7万トン増加すると見込まれる。そのうち国内農林漁業者との安定的
取引契約による国産農林水産物の取扱量は約4.5万トン増加することが見込まれ、国内農林漁業の振興に貢献している。

　   「水産基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、水産物の安定供給や水産資源の持続的利用を確保するための取組
を積極的に支援している。

食品加工業者等への資金の融通を通じ、農林漁業と食品産業との連携や安全・安心な食品の安定供給のための衛生管理の高度化などの
取組を積極的に支援している。

     「森林・林業基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、森林の整備や林業経営の維持安定を支援し、森林の有する多
面的機能の維持などに貢献している。

令和3年度末時点で林業資金の残高がある林業経営体1,424先の管理する人工林面積は110万haと見込まれ、過去の研究事例から公
益的機能を試算すると、表面浸食防止機能が1兆2,457億円、水質浄化機能が6,452億円等、総額で約3兆976億円と推計される。

　 令和3年度は、207先の林業経営体に造林関係資金を融資し、延べ2.0万ha の森林整備等を支援。

日本の漁業生産の主体となる海面漁業生産のうち、令和3年度に公庫資金を利用した漁船漁業者による生産額は1,828億円、生産量
は1,333千ｔ（全国生産量の42％）と推計。国民に対する水産物の安定的な供給に資するほか、約10千人の漁船乗組員の雇用を創出・維
持していると見込まれ、就労機会の確保に貢献している。

大雨などの災害やコロナ禍・水産物価格の下落など経済的環境の変化等により業況が悪化した漁業者に対し経営の維持安定に必要
な融資を実行。これにより、令和3年度は3,248人の就業機会の維持に貢献したと推計される。

 　令和3年度は268件、514億円の融資を実行し、対象事業の実施により2,201人の新規雇用の創出に寄与していると推計。

「食料・農業・農村基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、意欲ある多様な農業者の創意工夫や主体性を発揮した
経営改善の取組を支援している。

効率的かつ安定的な農業経営の実現を目指す認定農業者（農業経営改善計画の認定を受けた農業者）の14％に相当する約3.3万経
営体が公庫資金（農業経営基盤強化資金）を利用。これを法人経営に限ってみれば、公庫資金を利用した者の割合は全体の36％に相
当する。

認定農業者を育成・支援するため、令和3年度に農業経営基盤強化資金を6,141先に対し3,012億円融資。これら融資先全体で、融資
期間中に農業関連分野の粗生産額が2兆397億円、所得が3,393億円増加すると試算された。

農地の生産性向上等を目的とした農業基盤整備関係事業に対して融資を実施しており、令和3年度においては308億円の融資を実行
している。融資対象事業による作物生産効果や営農経費節減効果等の便益額は、既存の評価事例から推計すると1,498億円と見込まれ
る。

大雨などの災害やコロナ禍・農産物価格の下落など経済的環境の変化等により業況が悪化した農業者に対し、経営の維持安定に必要
な融資を実行。これにより、令和3年度は16,284人の就業機会の維持に貢献したと推計される。

1.62%

貸倒償却率 0.06% 0.05% 0.09% 0.09%

1.96%

0.10%

特になし

30 5年　　度 29
2.27%

0.20% 0.01%0.33%

6～64年度元 2 3 4

（計画）（見込み）（実績） （試算前提）



【政策コストの推移】

（単位：億円）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

859 674 630 683 992 974 814 979 803 1,515

424 378 337 478 655 704 644 639 513 532

△2,187 △2,012 △2,227 △1,509 △1,913 △1,694 △896 △1,199 △1,485 △2,091

2,621 2,308 2,520 1,715 2,250 1,965 1,066 1,539 1,775 3,075出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・30年度にかけて、事業規模の増加により政策コストが増加。

・5年度は、割引率の低下に伴う出資金等の機会費用の増加等により、政策コストが増加した。

【政策コスト分析結果（令和5年度）に対する財投機関の自己評価】

・基本ケースにおいては、出資金等の機会費用が増加したこと等により、政策コストは前年度分析に比べて712億円増の

1,515億円となったが、現状に即した適切な分析結果であると考える。

・感応度分析のうち前提金利＋1％ケースにおいては、前提金利の変更により出資金の機会費用が増加したこと等により、

政策コストは基本ケースに比べて445億円増の1,961億円となった。また、感応度分析のうち貸倒償却額＋1％ケースにお

いては、貸倒償却額の増加により国の支出（補助金等）が増加したこと等により、政策コストは基本ケースに比べて3億円

増の1,518億円となった。どちらのケースも現状に即した適切な分析結果であると考える。

・農林水産業者向け業務においては、自然条件等の影響を受けやすく、大きな資本整備を必要とし、かつ、投下資本の

回収に長期間を要する等事業の特性に鑑み、民間金融機関には融通が困難な長期かつ低利の資金を融通している。こ

のため、貸出債権の回収に長期間を要することから分析期間も超長期となり、当分析の前提金利に対応して設定される

割引率が寄与する部分が大きい。

・当分析は農林漁業の持続的かつ健全な発展及び食料の安定供給の確保を支援することによる社会・経済的便益の対

価を捉えるにあたり有効な手法と考えているが、これにあっては複数年度の分析結果を踏まえ、各構成要素の規模感等

を認識していくこととしたい。

△3,000

△2,000

△1,000

‐

1,000

2,000

3,000

4,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

（単位：億円）

≪（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）≫
出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

3年度末実績 4年度末見込 5年度末計画 3年度末実績 4年度末見込 5年度末計画

現金預け金 108,197 69,388 49,218 借用金
現金 0 0 0 借入金 2,902,575 3,151,641 3,463,615
預け金 108,197 69,388 49,217 社債 209,987 204,989 194,992

有価証券 3,412 18,813 18,736 寄託金 24,542 22,781 21,268
株式 2,530 2,530 2,530 その他負債 5,528 3,935 4,275
その他の証券 882 16,283 16,206 未払費用 3,053 2,840 2,750

貸出金 金融派生商品 44 73 79
証書貸付 3,474,105 3,754,321 4,073,135 リース債務 406 416 878

その他資産 7,097 7,760 8,014 その他の負債 2,024 606 566
前払費用 3 3 3 賞与引当金 644 682 682
未収収益 6,582 7,245 7,498 役員賞与引当金 7 7 7
金融派生商品 1 2 2 退職給付引当金 11,538 11,513 11,442
代理店貸 181 181 181 役員退職慰労引当金 22 24 4
その他の資産 328 328 328 3,154,845 3,395,577 3,696,288

有形固定資産 32,936 33,050 34,754 資本金 448,606 453,671 456,735
建物 7,505 7,448 8,047 利益剰余金 2,642 2,642 2,642
土地 24,929 24,929 24,929 利益準備金 2,642 2,642 2,642
リース資産 315 352 780 その他利益剰余金
建設仮勘定 129 230 878 繰越利益剰余金 － － －
その他の有形固定資産 56 90 118 株主資本合計 451,248 456,313 459,377

無形固定資産 4,870 4,526 8,261 451,248 456,313 459,377
ソフトウェア 4,808 4,490 5,306
リース資産 40 15 9
その他の無形固定資産 21 20 2,944

貸倒引当金 △ 24,524 △ 35,969 △ 36,453
3,606,094 3,851,891 4,155,666 3,606,094 3,851,891 4,155,666

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

　　　  

損益計算書
3年度実績 4年度見込 5年度計画

経常収益 47,673 48,736 43,316
資金運用収益 22,102 20,848 25,272

貸出金利息 22,102 20,847 25,271
買現先利息 － 0 0
預け金利息 0 0 0
その他の受入利息 0 － －

役務取引等収益 2 20 52
金融派生商品収益 2 20 52

政府補給金収入 24,848 27,206 17,366
一般会計より受入 24,838 27,198 17,360
特別会計より受入 9 7 6

その他経常収益 719 661 625
償却債権取立益 261 253 261
その他の経常収益 458 408 364

経常費用 47,618 48,718 43,316
資金調達費用 16,958 15,811 20,263

コールマネー利息  △0 0 －
借用金利息 14,166 13,178 17,544
社債利息 2,792 2,632 2,718

役務取引等費用 2,053 2,360 2,219
その他の役務費用 2,053 2,360 2,219

その他業務費用 28 61 61
社債発行費償却 28 61 61

営業経費 16,528 18,940 20,212
その他経常費用 12,049 11,544 560

貸倒引当金繰入額 11,600 11,444 484
貸出金償却 196 23 －
その他の経常費用 252 76 76

経常利益 54 18 －
特別利益 5 － －

固定資産処分益 5 － －
特別損失 60 18 －

固定資産処分損 59 18 －
減損損失 0 － －

当期純利益 － － －
（注）1.損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

科目

（負債合計）

（純資産合計）

資産合計 負債・純資産合計

（単位：百万円）

貸借対照表 （単位：百万円）

科目 科目

（資産の部） （負債及び純資産の部）




